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Ａ：少子化の状況を示す。【３月３１日現在における住民登録している１４歳以下人口÷住民登録してい
る人口（外国人を含む）×１００】
Ｂ：子育てに対する市民の安心感を示す。【市民アンケートの「南アルプス市は、安心して子育てが出来
る環境が整っていると思いますか？」において「思う」「まあまあ思う」と回答した人の割合】
Ｃ：子育てに関する意識啓発の成果を示す。【マタニティスクール（パパママ学級とマタニティカフェ）へ
の一年間の参加者数】
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Ａ：計画最終年のH36年度において7万人の人口を目指すとなっていることから、少子化抑制策により現
在と同じ1万人規模の人口を維持することを目標にH36年において14.0%を目標とし、中間年のH31は
14.3%とする。
Ｂ：27年度からの子ども・子育て支援新制度の推進により、5年間で約5％の増加を見込む。
Ｃ：子育て支援事業への参加（特に父親の子育てへの参加）を促し5年間で約20％の増加を見込む。
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① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（過去５ヶ年の比較）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

④ 住民の期待する成果水準との比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

施策の課題抽出とその課題解決（成果向上)の方向性と具体的な取組内容

３　評価結果

施策の有効性評価

子育ての環境が整っていると感じている市民の割合は、見込み値通りで
あったが、14歳以下の人口比率とマタニティスクールへの参加者数は見込み
値に達しなかったため、総合的には目標値より低い実績値とした。

※左記の理由

※左記の理由

※左記の理由

保育所の運営管理や放課後児童クラブなどは、施設の老朽化や面積的な
問題はあるものの、一定の基準には達している。
加えて、他の自治体よりも遅れていた子ども医療費の中学生までの助成
は、28年1月から実施した。
また、市民団体との子育て支援に関する協働事業も活発に行われているた
め、総合的には高い成果水準にあると思う。

保育士の不足
①　保育士（中間層）の早期退職者の減少

②　臨時保育士の処遇改善

③　民間活力の導入

具体的な課題解決・改善内容

① 所長や主任保育士の手前で早期退職する保育士が多
く、所長及び主任保育士の若年化が進んでいる。所長まで
勤められるように意識改革に取り組むとともに組織体制及び
業務分担等の見直しを行う。
② 臨時保育士がいなくては保育所の運営が成り立たない
ため、賃金格差を解消し、加えて、担任手当等の支給につ
いて検討する。
③ 公立保育所の民営化により保育士不足を解消するた
め、指定管理者制度の導入を推進する。

※左記の理由
全国的な問題である少子高齢化は本市でも例外ではなく、14歳以下の人
口比率は14.2％から14.0％に減少している。しかし、子育ての環境が整って
いると感じている市民の割合は、41.9％から46.7％に上昇している。
少子化傾向は複数の要因が考えられ「児童福祉の充実」だけではいかんと
もしがたいものであるが、子育て環境に対する満足度傾向は上昇しているた
め、施策としては成果が向上しているものと思う。

４　まとめ

施策の課題抽出

これまで根強い要望だった子ども医療費の中学生までの拡大や保育所の
入所における第2子出産時の第1子退所の廃止など、27年度においても子育
て世帯のニーズに対応してきたため、ほぼ同水準であると思う。
しかし、子育て支援のニーズは社会情勢や経済動向に大きく影響されるた
め、この“同水準”が次年度以降も継続されるかは見通せない状況である。

課題解決の方向性

特性のある児童の増加
① 相談窓口の充実及び見守り体制の強
化

②　保護者への丁寧な説明

③　関係者による統一した適切な対応

① 乳幼児健診時での気付きや相談に加え、気軽に訪れる
ことができる相談窓口を設置する。（利用者支援事業）
② 大部分の保護者は、自分の子どもの特性について認め
ない（認めたくない）傾向にあるため、保護者に正確な情報
を伝えるスキルを身に付ける。
③ 家庭や保育所等において対象となる児童の対応が異な
ると発達が遅れる要因になるので、医療機関も含め対象児
童の対応について統一化を図る。（CLM）

① 子育て世帯の負担軽減のため、様々な事業を展開して
いるが、15歳以上（高校生以上）になると支援事業が少なく
なるため、子ども医療費助成事業の対象年齢を18才まで拡
大して負担軽減を図る。
② 民間の子育て支援団体等により子育て支援ネットワーク
を構成し、地域の子育て支援力の向上を図っているが、更
なる向上を目指し、公的団体（愛育会・食生活改善推進員
会等）との連携を図り、情報の共有、協働事業の実施により、
より充実した子育て支援を提供する。

困窮する子育て家庭の増
加

①　身近な場所への相談窓口の設置

②　関係機関との連携

① 経済的に困窮している子育て家庭等の保護者が、就
労・転職などについて身近な場所で相談できるように、庁舎
内にハローワークと一体的な常設の相談コーナーを設ける。
② 相談者に多くの情報を提供できる体制を構築するため、
ハローワークなどの関係機関と連携を強化し、専門的な職員
の設置について協議する。
③ 子育て家庭に限ることなく、対象範囲の拡大について検
討する。

少子化の進行
①　切れ目のないサービスの展開

②　地域の子育て支援力の強化


